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研究成果の概要（和文）：  研究目的は，研究者が子ども虐待事例に対するケアを実施している保健師を対象に，子ど
も虐待事例検討会を実施し，家族生活力量のアセスメントに基づき，ストレングスに焦点を当てた事例検討を行い，家
族生活力量，虐待の改善等を評価するとともに，焦点を当てた家族の強みと保健師の支援内容を検討することである．
  有効回答が得られた20事例を分析した結果，支援によって，虐待の重症度は改善しており，家族生活力量についても
75％の事例で向上がみられた．家族の強みを伸ばす支援を検討し実践していくことにより，家族生活力量を向上させる
とともに虐待の改善につながることが示唆された．

研究成果の概要（英文）： The purpose of the present study is to report the results of action 
research-based case study group on child abuse and neglect of public health nurses.
 Twenty child abuse cases were analyzed in this study. Improvements in family healthy life ability were 
observed in 75% of the cases. The family strengths studied were as follows: ‘accept the support of the 
public health nurse’, ‘ability to make use of related entities and resources’. The most effective 
content of the support provided by the public health nurses based on these family strengths was likely 
the assistance provided specifically for supporting the child's growth and development and enhancing 
childcare ability after aligning the support policies of the support team and related entities.

研究分野： 公衆衛生看護学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年，日本で報道される子ども虐待事件は

後を絶たず，毎年 60-70 人の虐待による死亡

が確認されている．母子保健活動の最前線に

いる保健師は子ども虐待の相談や支援を担

っているが，子ども虐待は多くの家族要因に

加え，経済状況，社会的孤立などが複雑に絡

み合って生じており，支援の方向性や効果が

見えず，無力感や不全感に陥っている傾向が

ある． 

小児科医 Olds ら（1986）はハイリスク家

庭に①親行動の向上，②私的育児支援体制の

強化，③公的サービスの導入を支援の柱とし

て，看護職が頻回に訪問することで，虐待の

発生予防を防ぐことができたと報告してい

る．また，Zerwekh（1992/1999）は家族と信

頼関係を築き，家族の能力を発展させていく

ためには現在ある能力（強み）を見つけ出す

ことから始めることが重要であるとしてい

る． 

申請者が子ども虐待事例に対する保健師

の行ったケアを評価する質問紙調査を実施

した結果（小林・清水・福島,他,2009），「虐

待の状況が改善した群」では，「子どもの安

全確認」「自分（親）ができているところを

気づくことができるようにした」「社会資源

の導入」などが実施され，これらが有効なケ

アであることが示唆された．また，事例検討

会で事例を集積・分析し，有効なケア内容と

して「家族の強みに働きかける」「問題だけ

にとらわれず家族全体をとらえた支援」等を

抽出している（小林,2011b）．さらに，子ど

も虐待事例について，保健師のケア前後の家

族生活力量をアセスメントスケール（家族ケ

ア研究会，2002）を用いて分析したところ，

保健師のケアによって家族生活力量は向上

していた（小林・福島・北岡,他,2009）．な

お，家族生活力量アセスメントスケールとは，

家族ケア研究会が開発し，「健康維持力」「健

康問題対処力」「養育力」「社会資源活用力」

等の8つの大項目から形成されているスケー

ルである（表１）． 

表１　家族生活力量アセスメントスケール
項目数

10
8

12
5
5
5
5
5
5

ｇ．関係調整・統合力
ｈ．住環境調整力
i ．経済・家事管理力

項目

家族のセル
フケア力

家族の日常
生活維持力

ａ．健康維持力
ｂ．健康問題対処力
ｃ．介護力または養育力
ｄ．社会資源の活用力
ｅ．家事運営力
f ．役割再配分・補完力

 

申請者が子ども虐待に対応する保健師の

ケアの向上を目指し，アクションリサーチの

手法を用いて，事例検討会を実施し，参加し

た保健師の変化を分析したところ，家族の

「問題」から「強み」に着眼するように検討

したことにより，家族の見方や支援が変化し，

それが家族と支援者の関係性によい影響を

与えていった（小林,2011a）．これらの研究

成果を用いて，子ども虐待事例の支援を行っ

ている保健師が，家族生活力量アセスメント

にもとづき，家族の強みに着眼し，家族の生

活力量の向上をめざす支援を促進するとと

もに，虐待の改善との関連を検証していきた

いと考える． 

 
２．研究の目的 
保健師を対象に，ストレングス・モデル

（Rapp，1998/1998）を用いた子ども虐待事

例検討会を実施し，家族の強みに着眼し，家

族生活力量の向上をめざすケア内容を実践

できるように介入する．さらに，モニタリン

グ，評価を螺旋的に展開し，実施したケアと

子ども虐待事例の家族生活力量の変化，虐待

の改善度，家族問題の変化について分析・評

価することを目的とする．事例検討会は，検

討，実践，モニタリング，評価の過程を螺旋

的に展開させ，支援開始時と支援終了時（も

しくは検討内容を活かした実践後）に家族生

活力量，虐待の改善等を評価と着眼した家族

の強みと保健師のケアについて分析・検討を

行う．  



なお，ストレングス・モデルとは Rapp 

（1998/1998）により提唱され，「地域で暮ら

す当事者の内面の強さ（熱望・能力・自信）

と同時に，環境が持つ力」を重要視している．

従来の子ども虐待の支援目標や検討は，問題

の改善や課題解決に焦点が向けられた結果，

問題を浮き彫りにできても親の緊張や抵抗

を高め，打破することが困難であった．その

ため，家族の「強み（ストレングス）」に着

眼し，肯定的にとらえることで，支援の広が

りにつながっていくものと考える． 

 
３．研究の方法 
(1)子ども虐待事例に対するケアを実施して

いる保健師を対象に，ストレングス・モデル

を用いた事例検討会を企画，継続実施する．

事例検討会では，家族生活力量アセスメント

スケール（表１）を用いた家族生活力量のア

セスメントを行ったうえで，家族の強みに着

眼して検討，実践，モニタリングの過程を螺

旋的に展開させる．着眼した「家族の強み」

と「効果的な支援」について，検討会資料及

び実施後のアンケート結果，および事例提供

者へのインタビュー等の逐語録をもとに分

析した． 

(2)事例検討会実施後，追跡調査が可能な事

例について，支援開始時と支援終了時（もし

くは検討後）に家族生活力量，虐待の改善等

を調査する．調査期間は平成 25 年 2 月～28

年 3 月．対象事例は 28 事例．調査内容は，

検討で焦点を当てた家族の強み，実施したケ

ア内容，家族生活力量の変化，虐待の改善，

悪化等について，子ども虐待や保健師の支援

について分析・検討を行う．追跡調査は自記

式質問紙調査票と半構成質問法により実施

し，調査項目は事例の虐待の状況，検討した

家族の強み，虐待改善度，家族生活力量等で

ある．分析は記述統計量，度数を算出後，事

例検討前と検討後1月以上経過した時点を比

較するため，重症度の変化は Wilcoxon の符

号付順和検定，家族生活力量については対応

のあるｔ検定を行い，質的記述内容は類似し

た意味内容に分類した． 

なお，本研究は新潟大学医学部倫理審査委

員会の承認を得て実施した（受付番号 1502，

承認年月日 2012.9.21）． 

研究参加者および参加者の所属長に対し

て，研究の目的，方法およびいつでも研究へ

の参加の自由・途中辞退が可能であること，

参加拒否，辞退の場合不利益を被らないこと，

プライバシーを保障すること等について，文

書および口頭で説明し承諾を得た． 

事例の家族の情報については，その家族か

ら承諾を得ることは虐待という問題の性質

上，困難であるため，検討会に提出する情報

は個人が特定されないよう氏名，生年月日，

住所は除外した． 

 
４．研究成果 

事例検討会開催回数は延 25 回，検討した

事例数は 28 事例，参加者数は延べ 175 名で

あった．28 事例のうち，全調査項目を追跡調

査できた 20 事例を分析した． 

(1)検討時の事例の概要 

①事例把握のきっかけ 

事例把握のきっかけは，「乳幼児健診」

が 20.0％であり，「家庭訪問」や「電話相

談」等の母子保健事業が 35.0％を占めてい

た．一方，「病院からの通報」は 20％で，

「学校からの通報」「保育所からの通報」

と合わせ，関係機関からの通報が 35.0 で

あった． 

②家族の経済状況 

経済状況は「普通」が 55.0％，「悪い」

が 35.0％，「良い」が 10.0％であった． 

③被虐待児の性別，年齢 

虐待を受けている子どもの性別は男児

が 60.0％，女児が 40.0％で，年齢は 0 歳

が 35.0％と最も多く，3 歳以下が全体の

75.5％を占めていた． 

④虐待の種別，重症度，虐待者の健康状況 

虐待の種別は「ネグレクト」60.0％，「身



体的虐待」30.0％，「心理的虐待」10.0％，

重症度は軽度40.0％，ハイリスク30.0％，

中等度 20.0％，重度 5.0％であった． 

⑤虐待者の状況 

主たる虐待者は母親が 95.0％，父親が

0.5％であり，母親がうつ等，精神疾患等

を抱える事例は 65.0％であった． 

⑥家族生活力量アセスメント指標 

家族生活力量アセスメント指標の得点

では「社会資源活用力」が 58.0％と最も高

く，最も低かった指標は「関係調整・統合

力」24.0％であった． 

(2)事例検討において焦点を当てた家族の強

みと実施したケア内容，効果的なケア 

①焦点を当てて検討した家族の強み 

検討した家族の強みは「保健師の支援を

受け入れる」「社会資源を活用できる」「祖

父母のサポートがある」等であった（表２）． 

事例数
11
10
8
7
5
2

保健師の支援を受け入れる

表２　検討した家族の強み　n=20
内容

関係機関及び社会資源を活用できる
祖父母のサポートがある
父が子育てに参加している
医療機関を利用できている
子ども発達が順調である  

②実施したケア 

  「十分実施した」ケアについては，「子

どもの安全確認」が 55％，「支援者であるこ

とを伝えた」50％で，「十分実施した」「実

施した」を合わせて実施が 100％であったケ

ア項目は，「子どもの安全確認」「子どもの

成長発達確認」「親の家事，育児能力を把握」

「生活リズム・日常生活を把握「家事・育

児のモデルを示す」「頑張り過ぎないことを

伝えた」「第三者から支援のアドバイスを得

た」であった． 

③効果的であったと考えるケア内容 

効果的だったケア内容は，「要対協で支

援方針を一致させ，関係機関とチームを組

み，継続支援を行った」「保育園，親子遊

びの会，子育てサークルと連携しながら支

援した」「子どもの成長発達を家族と一緒

に確認し，発達が順調であることを伝え

た」「親の育児力をアセスメントし，具体

的に育児力を高める指導を行った」「医療

機関，DV 相談機関，警察等と連携した支援

を行った」等であった（表 3）． 

事例数
6
2
6
4
7
6
8

家族の健康管理や家族間の調整を行った
保育園、親子遊びの会、子育てサークルと連携しながら支援した
医療機関、DV相談機関、警察等と連携した支援を行った
要対協で支援方針を一致させ、関係機関とチームを組み、継続支援を行った

子どもの成長発達を家族と一緒に確認し、発達が順調であることを伝えた
内容

子どものよいところを認め、伸ばすかかわりを母と一緒に行った
親の育児力をアセスメントし、具体的に育児力を高める指導を行った

表３　効果的だった考える支援　　n=20

 

(3)支援結果 

支援の結果，「改善した」と回答した事

例が 45.0％，「どちらとも言えない」と回

答した事例が 55.0％であったが，支援前後

の虐待重症度を比較すると，有意に重症度

は改善していた（p=0.013）． 

支援後に家族生活力量の向上が見られ

た事例は 70.0％で，具体的な項目でみると，

「健康維持力」（p<0.001），「問題対処力」

（p=0.001），「養育力」（p=0.002），「社会

資源活用力」（p=0.030），「関係調整・統合

力」（p=0.012），「住環境調整力」（p=0.021），

「経済家計管理力」（p=0.040）が有意に向

上していた．（図 1）． 

 

 

 



(4)結論 

対象事例の子どもの年齢は 3歳以下が 7割

以上を占めていることから，「保健師の支援

を受け入れる」「関係機関，社会資源を活用

できる」等の家族の強みを生かし，保育園等，

関係機関と支援方針を一致させ，子どもの成

長発達の支援や育児力を高めるための具体

的な支援の有効性を改めて確認した． 

家族生活力量アセスメントに基づき，家族

の強みを伸ばす支援を検討し実践していく

ことにより，家族生活力量を向上させるとと

もに虐待の改善につながると考える． 
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